
建築基準法第３章の規定が適用されるに至

った際、Ａ点からＢ点を経てＣ点に至る幅員

４ｍ未満の道のうちＡ点からＢ点までの部分

にのみ建築物が存した場合において、Ｂ点か

らＣ点までの部分が同法42条２項にいう現に

建築物が立ち並んでいる道に当たらないとさ

れた事例（最高裁三小　平成20年11月25日判

決　破棄自判　裁判所ウェブサイト）

１　事案の概要

Ｘが所有している本件土地の西南に隣接す

る土地（本件通路部分）は、現在、Ａ点から

Ｂ点を経てＣ点に至る市道の一部（Ｃ点側の

端の部分）となっている。本件通路部分の幅

員は約2.2ｍである。京都市の区域について

建築基準法第３章の規定は、昭和25年11月23

日（基準時）から適用されている。基準時当

時、Ａ点からＢ点を経てＣ点に至る道（本件

道路）は、幅員４ｍ未満1.8ｍ以上の道であ

り、Ａ点からＢ点までの部分には現に建築物

が立ち並んでいたが、本件通路部分が含まれ

るＢ点からＣ点までの部分の両側は農地であ

り、建築物は存在しなかった。本件道路は、

Ａ点とＣ点で幅員４ｍ以上の建築基準法42条

１項所定の道路（１項道路）に接続し、Ａ点

からＣ点までの間では、１項道路に接続する

箇所はないが、Ｂ点から西方に向かう幅員４

ｍ未満の道が分岐しており、Ｂ点からこの道

を経由して１項道路に至ることも可能であっ

た。Ａ点からＢ点までの道の長さとＢ点から

Ｃ点までの道の長さを比較すると、前者の方

が長いものの、後者も相当の長さ（約60ｍ）

を有していた。基準時当時、本件道路及びそ

の南方に連なるＣ点からＤ点までの道は、Ｂ

点の北側の集落とＤ点の南側の集落を結ぶ道

路として、常時公衆の往来に利用されていた。

京都市の区域に係る特定行政庁であった京

都府知事は、昭和25年12月８日京都府告示第

820号（本件告示）により、基準時現在、同

市の区域において、現に建築物が立ち並んで

いる幅員４ｍ未満1.8ｍ以上の道で、袋路を

除くものを一括して２項道路に指定した。

原審は、上記事実関係等の下において、次

のとおり述べて本件通路部分は２項道路に当

たると判断し、２項道路の指定処分が存在し

ないことの確認を求めたＸの請求を棄却し

た。

道路とは一定の長さを持ったものであり、

建築物が存在する前面部分のみではなく、こ

れと一体となって同一の効用のある部分に

も、２項道路の指定があったと見るべきであ

る。そして、建築基準法は、建築物の立ち並

んでいる道について、原則としてその両端が

同法上の道路に接続することを予定している

と解されるから、上記の道路としての一体性、

効用の同一性を判断するに当たっては、特別
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な事情のない限り、その両端が他の同法上の

道路に接続している最小区域が重要な判断基

準となる。本件道路は、その両端において建

築基準法上の道路に接続しており、その間に

同法上の道路に接続する箇所はないのである

から、上記の区間において道路としての一体

性、効用の同一性があるということができ、

基準時における本件道路の利用状況等に照ら

しても、この判断を覆すに足りる事情は存し

ない。

２　判決の要旨

最高裁は次のように述べて、原審の判断を

破棄し自判した。

２項道路の制度は、建築基準法第３章の規

定が適用されるに至った際現に建築物が立ち

並んでいる幅員４ｍ未満の道で特定行政庁の

指定したものを１項道路とみなすことによ

り、幅員４ｍ未満の道に接する敷地上の既存

建築物を救済するとともに、原則としてその

中心線からの水平距離２ｍの線をその道路の

境界線とみなすことにより、その境界線内の

土地について道路内の建築制限を及ぼし、将

来的に幅員４ｍの道路を確保するという公益

上の要請を満たそうとしたものである。

同法上の道路は、これに接する敷地上の建

築物の利用者の避難、防災、衛生、通行の安

全等に支障が生じないよう保障する機能を果

たすことが期待されているものであり、２項

道路についてもこの点は同様であるが、ある

道が上記のような機能を果たし得るために

は、必ずしもその道の両端が同法上の道路に

接続していることを要するものではなく、同

法もそのことを２項道路の要件としているも

のではない。２項道路の指定は、上記のよう

に、これにより新たに道路敷となる土地の所

有者等の権利を制限する側面を有しているの

であるから、その要件該当性を判断するに当

たっては、現に建築物が立ち並んでいる道の

範囲を必要以上に広くとらえて関係者の権利

を害することのないようにしなければならな

い。

（事案の概要に示したような）基準時にお

ける本件道路の状況にかんがみると、本件道

路が全体として基準時において現に建築物が

立ち並んでいた道に当たると解するのは相当

ではなく、Ｂ点からＣ点までの道については、

基準時において現に建築物が立ち並んでいた

道に当たらないというべきである。本件道路

が北側の集落と南側の集落を結ぶ道路として

常時公衆の往来に利用されていたことやＢ点

からＣ点までの道が路線の認定を受けた道路

の一部であることは、上記の判断を左右する

ものではない。

そうすると、本件通路部分については、本

件告示により２項道路に指定されたものとい

うことはできず、２項道路の指定処分は存在

しないというべきである。

３　まとめ

「現に建築物が立ち並んでいる」の意義に

ついては、「ただ単に建築物が道を中心に２

個以上存在していることをいうのではなく、

道を中心に建築物が寄り集まって市街の一角

を形成し、道が一般の通行の用に供され、防

災、衛生、採光、安全等の面で公益上重要な

機能を果たす状況にあることをいうもの」

（東京高判昭和57・8・26判時1050－59）とし、

「当該道のみによって接道義務を充足する建

築物が複数存する場合には、原則として要件

を満たす」（東京地判昭和58・8・25判タ

534－142）という判例がある。

本判決もこれらの考え方に沿いつつ、必要

以上に広くとらえて関係者の権利を害するこ

とのように判断した事例判決である。
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